
◎背景と目的

近年増加傾向にある就労継続支援Ｂ型事業所において、
健康運動指導士の働きかけにより、どう健康状態を維
持、改善出来るのかを検証する目的で研究を計画。

◎方法

京都市にある女性だけが集い細かな手仕事にて小物作
成（写真１）を行う就労継続支援B型事業所（写真２）
の協力の元、令和６年５月より令和７年２月まで約１
０カ月間、利用者及び職員計１６名を対象に、施設就
業中の「ほっこりタイム」にて計６回の健康教室を実
施した（表１）。「ほっこりタイム」とは、月１回午
後１時半から３時の間、定期的に行うレクリエーショ
ンプログラムで、初回と最終回に施設職員の協力の元、
４件法によるアンケートを実施し、運動実施の効果を
調査する。研究当初の予定では、介入の前後及び中間
に、体力測定やストレスチェック、健康関連ＱＯＬ
（ＳＦ３６）を測定し、参加者の体力、健康状態の変
化を明らかにしつつ、その健康状態に合わせ運動指導
を実施するような流れであったが、利用者の緊張や、
不調、通所への不安が、安定した施設運営の弊害とな
る事案に発展し、やむなく様々な測定は中止した。

写真１ 就労作業 写真２ 施設写真

表1 取り組みの概要

◎結果

合計６回の健康教室は、平均１４．８名（職員、相談
員含む）参加者があり、都度好評であった。今回の取
り組みにより、毎日の就労前後にラジオ体操の実施が
定例化、就労中のストレッチ実施（写真３．４．５）な
ど、運動機会が増加し、介入前後を比較した、「定期
的に体を動かしているか」の問いに対し、明らかな有
意差が見られた（図１）。ただし、「運動不足を感じる
か」の問いには、もっと体を動かしたいとの気持ちの
表れか、有意差は見られなかった。（図２）

写真３．４．５ 作業合間に行ったストレッチ

＊＊＝p＜0.05

図１ 定期的に体を動かしているか（n=16)
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図２ 運動不足を感じるか(n=16)

◎結論

健康運動指導士や健康運動実践指導者の関わりは、運
動習慣改善の一助になったが、今後も様々な施設で運
動指導、教室開催を行うならば、より一層、障がい者
との関わり方や、疾患・施設運営への理解、チーム体
制の獲得など、健康運動指導士、健康運動実践指導者
の資質向上が求められると考えられた。
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